
R2国調 R2国調世帯数

H27国調

増 減 率 H27国調世帯数

決算額 構成比 構成比

4,116,793 29.3 50.2
93,198 0.7 1.2
2,033 0.0 0.0

38,669 0.3 0.5
55,494 0.4 0.7

0 0.0 0.0
747,883 5.3 9.6

0 0.0 0.0 （単位：千円・％）
0 0.0 0.0

20,086 0.1 0.3
39,140 0.3 0.5

192,204 1.4 2.5 財 調

2,836,783 20.2 34.5 減 債

うち普通交付税 2,701,127 19.2 34.5 特 定 目 的

うち特別交付税 135,656 1.0 0.0 合 計

うち震災復興特別交付税 0 0.0 0.0
8,142,283 57.9 99.9

3,241 0.0 0.0
74,486 0.5 0.0
40,441 0.3 0.0
19,256 0.1 0.0

1,938,898 13.8 0.0
0 0.0 0.0

907,094 6.4 0.0
21,029 0.1 0.0 現

24,405 0.2 0.0
781,493 5.6 0.0 年

1,212,599 8.6 0.0
275,940 2.0 0.0 計

632,130 4.5 0.0
28,920 0.2 0.0

0 0.0 0.0
14,073,295 100.0 100.0

（単位：千円・％） 目　的　別　歳　出　の　状　況 （単位：千円・％）
決算額 構成比 経常経費充当一般財源等

2,068,878 15.7
う ち 職 員 給 1,280,374 9.7

3,038,940 23.1
763,370 5.8

内 元 利 償 還 金 763,370 5.8
訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0

5,871,188 44.6
1,934,082 14.7

78,449 0.6
2,169,796 16.5

987,192 7.5
1,422,502 10.8

538,842 4.1
0 0.0
0 0.0

1,148,776 8.7 経常経費充当一般財源等計

う ち 人 件 費 9,262 0.1 千円

普 通 建 設 事 業 費 1,148,776 8.7 経常収支比率

うち　補　　　　助 577,240 4.4 ％

うち  単　　　　独 498,982 3.8 ％ 住宅用地造成 被保険者１人当たり

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 （臨財債・減収補てん債除く） 下水道

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 歳入一般財源等 病院

千円 その他

13,163,635 100.0
一　般　職　員　等（R6.4.1現在）

職員数
（人） （百円） 総　　　務

区分 令和６年度 200 　　退職手当支給事務 ○
14,073,295 0 　　事務機械共同施設 ○
13,163,635 4 　　そ　の　他

909,660 0
159,283 0 民　　　生
750,377 204 　　老人福祉施設

-124,845 　　そ　の　他
438,854 特　別　職　等（R6.4.1現在）

0 衛　　　生
507,779 　　伝　染　病

-193,770 　　じんかい処理
1 H5 12 1 　　し 尿 処 理
1 H19 10 1 　　火　葬　場 ○
1 H5 12 1 　　そ　の　他

○ 1 H5 12 1 ○
　　　　　　特定農山村 1 H5 12 1 土　　　木

12 H5 12 1 　　そ　の　他

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
　　　２．産業構造の比率は分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出している。
　　　３．人口については、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳人口に基づいている。
　　　４． 面積については、調査対象年度の10月1日現在の市区町村、都道府県、全国の状況をとりまとめた「全国都道府県市区町村別面積調」（国土地理院）による。

　　　　　　首　　　都 議 会 議 長 2,950 　　交通災害共済事業

議 会 副 議 長 2,440 　　農業共済事業

実 質 単 年 度 収 支 -26,740 ○ 　　収 益 事 業
指定団体等の指定状況 市 町 村 長 7,320 ○ 　　国民健康保険事業

　　　　　　山村振興 副 市 町 村 長 6,480 ○ 　　後期高齢者医療
　　　　　　過　　　疎 教 育 長 5,950 　　介護保険事業

　　　　　　財源超過 議 会 議 員 2,210

積 立 金 取 崩 し 額 523,157 (報酬)月額(百円) 事業会計
繰 上 償 還 金 0

区　　　分 定数 適用開始年月日
１人当たり平均給料

　　そ　の　他
単 年 度 収 支 116,698
積 立 金 379,719 そ  の  他

実 質 収 支 875,222 合 計 620,128 3,040

翌年度に繰越すべき財源 337,377 臨 時 職 員 0 0 教　　　育
歳 入 歳 出 差 引 1,212,599 消 防 職 員 0 0

　　消防災害補償
歳 出 総 額 12,417,968 教 育 公 務 員 15,928 3,982 ○ 　　そ　の　他
歳 入 総 額 13,630,567 うち技能労務員 0 0

消　　　防
令和５年度 一 般 職 員 604,200 3,021 ○ 　　常 備 消 防

収 支 状 況
一部事務組合の加入の状況

（単位：千円）
区　　　分

給料月額 １人当たり平均

給料月額（百円）

10,538,700 109,118 保 険 給 付 費 385
歳 出 合 計 9,629,040 合 計 1,904,303

99
0 0 国 庫 支 出 金 1

被 保 険 者 数 6,018
203,159 92.9 0

74,384

9,629,040
投 資 的 経 費 299,870 公

営
事
業
等
へ
の
繰
出

国民健康保険 271,375
国
民
健
康
保
険
事
業

会
計
の
状
況

実 質 収 支 26,364

内
　
　
訳

299,870 後期高齢者医療 518,870 加 入 世 帯 数 4,268
90,557 92.6 介護保険 578,180

0 426,760 保険税(料)収入額

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0 0.0 歳 出 合 計 13,163,635 100.0 1,148,776

9,262 7,269,978 再 差 引 収 支

0.0 0 0
投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 0 0 0.0 前年度繰上充用金 0 0.0
積 立 金 512,767 0 0.0 諸 支 出 金 0

0 0

繰 出 金 1,228,040 1,059,906 13.5 公 債 費 763,370 5.8 0 763,370

うち一部事務組合負担金 987,192 987,192 12.6 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0

5.3 128,718 574,234
補 助 費 等 2,079,604 1,423,114 18.1 教 育 費 1,313,996 10.0
維 持 補 修 費 78,033 37,609 0.5 消 防 費 701,199

132,826 1,052,089

物 件 費 1,588,325 1,276,436 16.3 土 木 費 1,173,618 8.9 575,287 787,545

70,990 168,528
（義務的経費計） 3,842,401 3,472,913 44.2 商 工 費 51,899 0.4 0

0 0 0.0 農 林 水 産 業 費 251,297 1.9
49,149

164,729 1,321,235
763,370 763,370 9.7 労 働 費 52 0.0 0 52

公 債 費 763,370 763,370 9.7 衛 生 費 1,566,812 11.9
扶 助 費 1,173,557 809,065 10.3 民 生 費 5,295,302

1,156,072 － － 総 務 費 1,939,271 14.7 74,891 1,710,760
40.2 1,335 3,095,259

人 件 費 1,905,474 1,900,478 24.2 議 会 費 106,819 0.8 0 106,819

歳 入 合 計 7,825,755
性　質　別　歳　出　の　状　況

区          分 充当一般財源等 経常収支比率 区          分 決算額A

うち減収補てん債特例分 0

構成比 Aのうち普通建設事業費 Aの充当一般財源等

純 固 定 資 産 税 99.0
うち臨時財政対策債 0

地 方 債 0 合 計 4,116,793 100.0 8,204

繰 越 金 0 水 利 地 益 税 等 0 0.0 0 合 計 98.5
諸 収 入 2,343 市 町 村 民 税 97.8

都 市 計 画 税 188,076 4.6 0 市 町 村 民 税 99.1
0.0 0 純 固 定 資 産 税 99.5

0 土 地 開 発 基 金 現 在 高 329,320
財 産 収 入 0 事 業 所 税 0 0.0 0 徴

収

率

県 支 出 金 0
内
　
　
訳

入 湯 税 0 0.0

繰 入 金 0 法 定 外 目 的 税 0

合 計 99.4
寄 附 金 0

合 計 994,676
国 有 提 供 交 付 金 0 目 的 税 188,076 4.6 0 収 益 事 業 収 入 0
国 庫 支 出 金 0 旧 法 に よ る 税 0 0.0 0

保 証 ・ 補 償 0
そ の 他 866,726

手 数 料 0 法 定 外 普 通 税 0 0.0 0 実 質 的 な も の 127,950
使 用 料 1,238 （法定普通税計） 3,928,717 95.4 8,204

うち財政融資・旧郵政公社資金 3,100,872
交通安全対策特別交付金 3,241 鉱 産 税 0 0.0 0 (

支

出

予

定

額

)

債

務

負

担

行

為

額

（一般財源計） 7,818,551 市 町 村 た ば こ 税 189,802 4.6 0
物 件 等 購 入 0

分 担 金 ・ 負 担 金 382 特 別 土 地 保 有 税 0 0.0 0

2,200,913
0 軽 自 動 車 税 84,839 2.1 0 地 方 債 現 在 高 6,940,238

固 定 資 産 税 1,804,553 43.8 0 931,532
0 うち純固定資産税 1,804,072 43.8 0

積 立 金
現 在 高

1,200,315
-

地 方 交 付 税 2,701,127 法 人 税 割 69,487 1.7 8,204 69,066
2,701,127

地 方 特 例 交 付 金 等 192,204 法 人 均 等 割 53,043 1.3 0

実 質 赤 字 比 率 -
自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 20,086 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 55,271 1.3 0 連 結 実 質 赤 字 比 率

軽油・自動車取得税交付金 0 区          分 徴収済額 構成比 超過課税分

-
法 人 事 業 税 交 付 金 39,140 所 得 割 1,671,722 40.6 0 将 来 負 担 比 率

公 債 費 負 担 比 率 7.2
ゴルフ場利用税交付金 0 市　町　村　税　の　状　況 実 質 公 債 費 比 率 5.5

地 方 消 費 税 交 付 金 747,883

実 質 収 支 比 率 9.8
分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 0 76.1％ 73.7％ 経 常 一 般 財 源 等 比 率 102.0

株式等譲渡所得割交付金 55,494 第３次 11,545人 10,861人

標 準 財 政 規 模 7,671,519
配 当 割 交 付 金 38,669 22.0％ 24.1％ 財政力指数(３か年平均) 0.59
利 子 割 交 付 金 2,033 第２次 3,331人 3,551人 17,185人

基 準 財 政 需 要 額 6,625,103
地 方 譲 与 税 93,198 2.0％ 2.1％ H27国調 標 準 税 収 入 額 4,941,472
地 方 税 3,928,717 第１次 298人 315人 19,334人

歳　入　の　状　況 （単位：千円・％） 産　業　構　造 人口集中地区人口 区          分 （単位：千円・％）

区          分 経常一般財源等 区   分 R2国調 H27国調 R2国調 基 準 財 政 収 入 額 3,933,979

市町村名 宮代町 1.3％ R6.1.1 33,371人
市町村類型 Ⅴ－２（町） うち日本人 (32,829人)

世
帯
数

面積（ｋ㎡）

市町村番号 61

うち日本人 (0.1％)

33,705人 うち日本人 (32,874人) 14,572世帯 15.95
人口密度（人/ｋ㎡）

61 宮代町

令和６年度決算状況
地方公共団体コード 114421

人
口

34,147人

住
民
基
本

台
帳
人
口

R7.1.1 33,471人

13,728世帯 2,141

市町村別個表（決算カード）
  地方交付税種地 Ⅱ－６ 増減率 0.3％


